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− 2019 年 10 月に消費税を 10％にすること
が閣議決定されました。前回８％に上がった時

は、かなり消費が落ち込みました。今回は軽減

税率や住宅・自動車の減税など、景気が落ち込

まないような対策が同時に施行されるそうで

す。先生の見方はいかがでしょうか。

税金の目的は税金対象の需要を
抑制する事

【松尾】もともと税金は何のためにあるか
という点が大事です。家計や企業と違っ
て、国はお金を発行できますので、支出す
るために財源が必要ということはありませ
ん。お金を発行して支出していけば、国民
の購買力が高まって、国全体の生産能力を
超えていきます。そうなると物価が上がり、
インフレがひどくなるから、そうならない
ように一方で人々から購買力を奪い、財や
サービスに対する総需要を抑えることでイ
ンフレを管理抑制する。経済学的にいえば、
税にはそういう機能があり、それが税の本
来の目的です。
　つまり、税金をかける先で総需要を抑え
ることが目的ですから、消費税は消費財に
対する需要を抑えることによってインフレ
を防止するのが目的です。したがって、消
費税をかけると消費が減るのは当然であ
り、もしそれで消費が減らなければ何のた

めにその税金があるのかわからないことに
なります。
　たとえば炭素税は、二酸化炭素をたくさ
ん排出する物の生産にコストがかかるよう
にして、「あまり儲からないから生産しな
いようにしよう」とか、コスト高で製品価
格が高くなるからあまり消費しないように
なる…ということで、二酸化炭素をたくさ
ん排出するものの生産を抑えたり、二酸化
炭素をあまり出さないような技術にしたり
することをねらっています。
　その他でも、世の中であまり需要が増え
てほしくないものに税金をかけるのが原則
ですから、消費税は消費を減らすのが目的
であり、それが経済学的な機能です。した
がって、必ず消費は減ります。
　97 年に３％から５％に上がったときも
消費はずいぶん減って、その後、日本はデ
フレ不況がずっと続くことになりました。
５％から８％に上がったときも消費がずい
ぶん減っています。駆け込み需要前の正常
な水準と減った後を比べると、実質で８兆
円近く消費が減っていますし、前年度と当
該年度を比べてみても８兆円近く減ってい
ます。消費全体が約300兆円ありますから、
８兆円というのはその２％台半ばから後半
に相当します。消費税によって物価が３％
上がりましたが、非課税のものもあるし、
中小業者など税金をかけられない人たちも
いますから、結局、３％ちょうどではなく
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２％台だったのですが、それがそのまま実
質消費の落ち込み分に相当します。つまり、
消費金額を維持するように購買量を減らし
ているわけで、本当にその通りという減ら
し方をしています。
　例えば、景気がよくて、労働者が全員雇
われていて、国全体の生産水準をこれ以上
上げることができない状態で、それがずっ
と続くときに新たに何らかの政府支出をす
るとしましょう。例として介護に支出する
と、介護労働者や介護用品をつくる労働者
が必要になり、新しい労働者を雇わねばな
らない。しかし、全員が雇われていたら人
手不足になり、どこかから回さなければな
らない。そういうときに消費税を上げると、
消費需要が減るので、消費財をつくってい
た労働が浮いて、その労働が必要な分野に
（間接的かもしれませんが）回ります。そ
うなって初めて意味があることです。逆に、
景気がはっきりよくはない状態で同じこと
が起こると、ただ単に失業者が出るだけで、
出た失業者はどこにも行かない状態になっ
てしまいます。
　したがって、今回の税率引き上げについ
ては、まず時期的におかしいでしょう。た
とえ景気がよくなった後だとしても、消費
財の部門で労働を減らすことが本当に適切
なのか、もっと別の部門で減らすところが
あるのではないかということを考えると、
別の税制があるのではないかという話もあ
ります。
　大企業の下請け業者のなかには、これま
でもデフレ不況のもとで値切りの圧力がか
かって、「税金分は値切れ」と迫られた人
たちがたくさんいました。まだ万々歳の景
気にはなっていないので、中小業者にとっ
て上乗せはなかなか難しいと思います。一
方で、輸出している大企業では益税の問題
があって、輸出している分に関しては原材

料で払った消費税の分がカットされ、その
分は儲かっています。実際には下請けを叩
いて安くさせているので丸儲けになってい
るという問題がよく指摘されますが、税率
を上げると同じような問題がまた出てきま
す。

食料品は無税にするべき

　私は税率引き上げに反対ですが、もし仕
方がないから上げるということで軽減税率
の話になったら、食料品はすべて無税にす
るしかないと思います。８％と 10％の税
率の違いを計算するのはすごく大変ですの
で、無税にしたほうがいい。
　食料品を無税にすると、食料品に関して
は社会全体で労働の配分が減らないで確保
できます。めったにないことですが通貨が
急落すると、輸入品の価格が高くなり、そ
のとき国内で食料品が産業として作られて
いないと、生活上とても困ったことになり
ます。ですから、国内産業として食料品を
作る部門は維持しておく必要があるわけ
で、そこには税金をかけずに産業として存
在し続けるようにすることには意味があ
る。その意味では８％ないし 10％という
話はあまり意味がなくて、いっそ食料品は
すべて無税にしたほうが良い。　
　そう考えると、この他にもポイント制と
か、よくわからないことをいろいろやるつ
もりでしょう。やれば、それなりに対策に
はなるでしょうが、そんな無理をするぐら
いなら元から引き上げなければいいだろう
と思いますね。しかも、ポイント制などは
期限があります。ポイント制の期限はほん
の数年のつもりのようですが、ちょうど東
京オリンピックが終わった頃に期限が来る
と、かえって事態が悪化するように先送り
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しているような気もします。そもそも政府
は税金をとることが目的なのだから、そう
した対策は早晩なくなるだろうし、でなけ
れば何のための消費税引き上げかわからな
い。そうすると、その後、景気がちゃんと
万全になっているだろうか、というのは心
配なところです。だから、何もいまわざわ
ざやる必要はない。逆に、消費税を５％に
戻せば、消費は上向いて、景気は万全にな
るだろうと思います。
　
−今回の消費増税で５兆円の財源が見込めると
の発表です。他方で法人税は引き下げられたま

まで、しかもそのことは労働者の賃金に反映し

ていないようですが。

【松尾】法人税はずっと下げられ続けてき
ましたし、所得税の累進性もフラットにし
ていく流れが続く一方で、消費税が上げら
れてきました。結局、法人税を値下げした
り累進課税をゆるやかにしたりして、大企
業や富裕層から税金がとれなくなっている
ことの穴埋めに使われてきたというのが実
際ではないかと思います。おそらく自民党
なり経営者団体の意向としては、法人税は
まだまだ下げたいということでしょう。そ
ういうなかで消費税を上げても、結局、そ
ういうところの穴埋めになっていくのでは
ないかというのが、まずいちばん懸念され
るところです。日本の場合は、法人税を下
げても、企業が見通しに関して楽観的に
なっていないので、設備投資や賃金に回す
のではなく、ため込んでしまう。ため込ま
ないようにさせるには、ため込むと損にな
るような方法を採ることです。インフレに
なるという話は、ため込むと損になるので、
そういうねらいがあります。
　直接に影響する方法としては、法人税を
増税して、その分を総枠としては戻すけれ

ども、それは設備投資の補助金のようなか
たちで、ちゃんとした設備投資をしたら補
助金で戻すことにする。そうなると企業は、
取られっぱなしだと損になるから何かに使
おうとなるので、ため込まずに設備投資に
踏み込んでくることになるかなと、アイデ
アとしては思いますね。

財政赤字と緊縮財政

　国の借金は、銀行が国から国債を買うこ
とで生まれ、国はそのお金で支出します。
政府支出先の会社は、銀行に預金口座を持
っていて、そこにお金が書き込まれますか
ら、国が借金して支出することによって企
業に預金が生まれます。その預金がまた支
払いに使われていきますから、これはお金
そのもので、国が借金して支出することに
よって世の中にお金が生まれ、それが流通
しているわけです。
　この借金を返済すると、その預金が消え
ます。つまり、民間人の預金から、国に税
金が払い込まれて、そのお金で銀行に返済
する分、世の中から預金が消えるわけです。
あまり景気がパッとしないときに返済する
と、その分、出回っていたお金が世の中か
ら消えるということです。
　さらにいえば、日銀が国債を買って、日
銀の金庫に国債がありますが、日銀には先
ほどの理屈がもっと当てはまります。昔の
金本位制の時代は金を買ってお金を出して
いましたが、いまは国債を買ってお金を出
しているので、世の中にお金が出回ってい
る裏には、日銀の金庫に国債があるわけで
す。その国債を返済すると、世の中からそ
れだけお金が消えることになります。
　赤字を返すのではなく、消費増税の分を
介護に支出して、その支出分で世の中にお
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金が戻るのなら、まだわかります。ところ
が、支出するのではなく赤字の返済に使う
ということは、世の中からその分のお金が
消えるので、いまやることではない。そん
なことのために増税が使われることが懸念
されます。それは景気回復の足をかなり
引っ張ることになると思います。　

−国の借金＝悪みたいな風潮がありますが、家
計と国の財政は違うということですか。

【松尾】そうですね。国は、家計と違って、
お金がつくれるから、支出と収入の帳尻を
合わせなければいけない存在ではなくて、
要はインフレが管理できればいいのです。
それと、世の中では、誰かが借金をすれば、
当然ながら誰かの資産が増えています。誰
かが貸している裏には、誰かが借りている
わけで、国が借金をしているというのは、
結局、民間人がお金を貸しているというこ
とです。高度成長期は、企業がため込まず
に設備投資をどんどんしていたから、民間
部門全体としては借り入れのほうが多かっ
た。そういう時代は、民間が借りるほうが
多くなると、国は貸すしかない。その関係
は表裏だから、絶対に国は貸している。そ
うすると、その時代の財政は黒字でした。
　高度成長期が終わって、設備投資がそれ
ほど活発でなくなると、民間の借り入れ超
過がなくなり、政府も財政黒字がなくなっ
ていきました。やがて低成長長期に入ると、
民間全体としては設備投資が落ち着いて借
りるほうが少なくなり、貸すほうが超過し
ているので、政府は財政赤字になったわけ
です。一時、バブル時代に財政赤字が減り
ましたが、それは当然、民間の設備投資が
増えて、借り入れが増えたからです。
　このように表裏の関係ですから、長期不
況の時代になって、民間側が設備投資をし

なくなると、その裏には財政赤字がやって
来るわけです。これは表裏の問題で、必ず
そうなるので、そうならないようにするこ
とはできない。それにもかかわらず、政府
の借金を無理やりなくして、財政を黒字に
しようとしたら、民間のほうも貸し付けの
超過がなくならないといけませんが、民間
の貸し付け超過を無理やりなくすというの
は所得が減ることを意味します。所得が減
ることによって、貯蓄が減り、貸し付けが
できなくなるということです。
　つまり、不況が非常にひどくなる。もと
もと民間企業の設備投資がすごく低調であ
るがゆえに、民間で貸し付けが超過してし
まっている。そういう状態なのに、無理や
り財政赤字をなくそうとすると、民間は大
不況で所得が大幅に減ることによって貸し
付けの超過がなくなることにならざるを得
ない。原理的にそうなるということです。　

−消費増税がなくとも、相対的貧困率が
15.7％（2016 年厚労省「国民生活基礎調査」）

と言われ、生協においても世帯利用高が伸び悩

む状況です。この間の政府の経済政策の問題点

をお教えください。

「生活は苦しい」が
「いまの生活に満足している」？

【松尾】前提として大事なのは、安倍さん
自身が改憲を実現したいという野望を持
ち、選挙で圧倒的に勝ちたいということで、
この間もそれに向けて勝利を重ねて、安保
法制や秘密保護法など、戦後民主主義を壊
す「改革」をずっと進めてきました。秘密
保護法も安保法制も含めて、安倍さんのや
ることにはたいてい反対の世論のほうが大
きかったにもかかわらず推進することがで
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きて、選挙になると圧勝するし、内閣支持
率は高いし、しかも若者ほど支持が高い。
といっても若者はべつに右傾化しているわ
けではない。
　それでも勝ってきたというのは、やはり
経済が改善したという実感が有権者の間に
あるということです。本当は全然大したこ
とはない景気なのですが、この間の長期不
況時代がひどすぎたし、民主党政権下もそ
うだった。それで「世の中、こんなもん」
という雰囲気がつくられて、「それに比べ
ると、まだ改善している」と思っているわ
けです。
　それから、これまで職がなかった人が、
ひどい職場だけど、ともかく職が得られた。
そうしたら、いつ首が切られるかもしれな
いひどい職場であるからこそ、不況になっ
て首を切られたら困るということで、そこ
にしがみつく。あるいは、いままで非正社
員だった人が、名ばかりかもしれないけど
ともかく正社員になった。そういう話があ
ちこちにあって、みんな、そんなささやか
に改善にしがみついている。そういう実態
があると思います。
　そういうなかで「野党に交代したら、い
まの経済が維持できないかもしれない」と
いうような不安を、多くの人が持っている。
そうすると、安倍さんが「景気回復」と言っ
ていることにしがみつかざるを得ない。だ
から安倍自民党に投票してきた。そういう
ことを、まず認識しておかなければいけな
いと思います。　
　相対的貧困率 15.7％というのは、先進国
のなかで比べても高い数値です。しかし、
政府の調査で「生活が苦しい」と答える人
は５割以上で、ほとんどの人が「苦しい」
と答えておきながら、別の調査で「いまの
生活に満足している」と答える人が８割も
います。バブル前に「苦しい」と答えた人は、

いまと比べると本当に少なくて、たしか３
割台だったと思います。それがバブル崩壊
後、延々と増え続けてきたのですが、安倍
政権に入って、ちょっとだけ改善している。
「苦しい」と思いながら、そのわずかな改
善で政権を支持していて、世間の認識や感
じ方としては、「苦しいけれども、よくやっ
てる」という感じなのです。
　実際には、安倍さんと黒田日銀がねらっ
ていた「デフレ脱却、２％のインフレ目標」
は到底達成されていませんが、このことは
一般庶民からすると、雇用は改善していて
インフレになっていないので、かえってプ
ラスに働いているのだと思います。公約ど
おり２％のインフレになっていたら、これ
ほど支持率は高くなかったでしょう。
　そういう感覚からすると、一般庶民は「ど
んどん悪くなっている」という受けとめ方
ではない。実際、指標的にも安倍政権以降
どんどん悪くなっているということでもな
い。ただ、状況が改善されているわけでも
まったくない。フローの変数に関しては悪
くなっているわけではなくて、若干改善し
ているけれども、ストックの変数に関して
は悪化しているものがある。たとえば金融
資産を持たない人の割合や、若者のうち金
融資産を持たない人の割合などは悪化して
います。
　つまり、スランプの野球選手が今シーズ
ンの打率は上がったけれども通算打率は下
がり続けるのと同じで、過去からのストッ
クの変数は悪化しているものがあるわけで
す。これはべつに安倍さんを擁護している
わけではなくて、改善はしているけれども
大したことはない、ということの表れです。
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アベノミクスは外需頼み

　安倍さんの経済政策については、最初の
１年間で、公共事業などで大盤振る舞いを
して、政府支出を大幅に増やしました。そ
のときに世間の雰囲気がワーッと変わっ
て、急にバラ色になったというか、フワッ
と楽になったような感じがあったと思いま
す。実際、失業率は急激に下がったし、雇
用は増え、株価も上がりました。最初の１
年でそれを印象づけたことが、作戦のひと
つとしてはすごくうまくて、ここで「世の
中、変わった！」というイメージがついて
しまいました。すごくよく考え抜かれた作
戦だと思います。
　ところが、それは最初の１年ほどのこと
で、その後は基本的に政府支出を抑制し、
公共事業も削減しています。特に消費税を
上げたマイナスの効果はすごく大きくて、
それを煽るかのように公共事業を削減しま
した。その点でいえば、最初の１年の後は
まったく及第点ではないし、景気に対して
はむしろマイナスのことをやっています。
　ただ、戦法がうまいと思うのは、選挙が
近づくと公共事業を増やしていることで
す。それで景況感を上げて、また削減する。
そういうことをずっとやってきました。制
度的に「赤字国債はだめだけど建設国債な
らいい」みたいな原則になっているので、
補正予算などで景気対策を立てるとどうし
てもハコものの公共事業が中心になってし
まって、公共事業が増えます。財務省など
の「歳出全体は抑えなさい」という方針を
守っているので、建設国債を増やして公共
事業を増やすと、煽りが社会保障に行く。
だから社会保障の削減がずっと続くわけで
す。
　基本的にそういうことがあって景気の拡
大は抑えられたし、特に消費税の影響はす

ごく大きかったと思います。日銀がすごく
国債を買ってお金を出していますが、一方
で政府が国債を出してお金を借りて政府支
出に使えば、結局、政府支出で世の中にお
金が回っていきます。だから、最初の１年
はそうでした。
　しかし、その後は、そうやって政府がお
金を借りて財やサービスに支出することが
抑えられたので、日銀が出したお金は民間
の銀行にため込まれていくだけになって、
世の中に回らない。結果、「第一の矢」で
はお金の持ちぐされというか、むだにお金
が出されてしまった感じになりました。本
来なら「第二の矢」の財政出動で回ってい
かなければいけないのに、それが抑えられ
てしまいました。
　その財政支出も、ハコもの公共事業には
大きな問題があって、ゼロ金利でお金を借
りることができて、潤沢に使うことができ
たら、もっと他に使い途があるだろうと思
います。たとえば介護職の賃金を上げたり、
保育所を増設したりして、下から経済を温
めていけば、もっと景気はよくなると思い
ますが、そうではなくてハコもの公共事業
が中心だったことも問題で、しかもそれが
抑えられました。
　そのために、日銀が出したお金がむだに
銀行に積まれていった。それによって、と
りあえず金利は下がる。金利が下がったの
で、設備投資は落ち込みが止まって、それ
なりに増える。それと、日本の金利が低く
て、外国の金利が高いと、日本でお金を運
用するのが損になるので、日本円でお金を
借りて、円を売って外貨に換えて、外国で
運用するという流れになる。すると円が安
くなる。円が安くなることで輸出が有利に
なる。それで輸出が増えるという効果があ
ります。
　したがって、輸出が伸びた効果と、金利
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が安いから設備投資がしやすいという効果
がある。消費税で消費がつぶされて、財政
支出も抑えられたから、内需がそれほど拡
大しておらず、むしろ抑えられている。そ
のため、企業としても国内需要向けの設備
投資はそれほど伸びていません。2015 年
は円安で輸出が増えたから輸出産業で設備
投資が増えた。だから、消費税で消費を抑
えて、政府支出も抑えて、内需を抑えて結
局、外需頼みでもたせたわけです。
　つまり、公共事業を削減して、社会保障
は自然増があるのにそれを無理やり抑え、
政府支出全体としては頭打ちで推移してき
ました。一方で、消費税が上がったから、
消費需要が下がりました。その消費需要の
減った分を輸出と設備投資が補うというこ
とで、2015 ～ 2016 年は推移してきたわけ
です。
　2015 年には、中国の株の暴落があって、
世界経済がすごく荒れました。世界経済が
荒れると、日本にお金が逃げてきて、必ず
円高になります。円高になると、輸出でき
なくなるので株は下がります。2016 年に
は、再び中国の株の暴落とブレグジット投
票（イギリスのＥＵからの脱退）で世界経
済が荒れたので、また円高になって輸出で
きなくなりました。世界経済に何かあるた
びに、円高になって、日本経済は下がると
いうことを繰り返して、非常に外需頼みで
やって来たわけです。
　外需頼みということは、輸出産業の大き
な企業がすごく儲かります。いわゆるアベ
ノミクスが始まってから、大企業はバブル
の水準を凌駕する史上空前の利益をあげ、
内部留保もどんどんたまり、金融資産から
上がってくる利益もどんどん上がって、も
のすごく景気がいいという状態です。
　そうやっておきながら、内需はすごく抑
えられているから、一般庶民に回ってこな

い。消費税で消費が抑えられたということ
もありますが、小泉「改革」以降ずっと続
けられてきた非正規化の流れがまだあっ
て、たしかに正社員は増えているかもしれ
ないけれども、非正規化の流れは止まって
いるわけではないから、賃金はあまり伸び
ない。もちろん、人手不足の圧力は正社員
より非正社員のほうが先に来るので、非正
社員ほど賃金が伸びているという現実はあ
りますが、それでも正社員に追いついてい
るわけではない。それに、団塊の世代で高
給取りだった人が退職しているという事情
もあって、個人消費は抑えられています。
　したがって、景気は、たしかによくなっ
ているけれども、本当はもっとよくできた
はずです。その恩恵が一部の人に偏在して
いる景気であり、そのために非常に脆弱で
す。現在、伸びはけっこう大きくなってき
ていますが、その主要な理由は世界経済が
ここしばらく落ち着いているからで、いま
述べた構造が根本的に変わったわけではな
い。世界経済が落ち着いているために、順
調に行っているのです。ところが、トラン
プ大統領の貿易をめぐる問題で、今後に対
する不安感が出てきています。あれはとて
もまずい。中国の株も落ち続けているし、
世界経済には黄色信号がたくさん灯り、今
後は大丈夫だろうかという状態なので、こ
れまでの構造のままではその影響を受ける
でしょう。そんななかで消費税の引き上げ
が迫っているのは、タイミングとしていい
のだろうかと思いますね。　
　財界の意向を安倍さんがどれぐらい汲ん
でいるかは私もよくわかりませんが、財界
の意向としては、失業者がある程度あった
ほうが賃金は上がらないし、人手不足だっ
たら簡単には首切りできないけれども、失
業者がある程度いれば「あなたの代わりは
いくらでもいる」と脅かすことができて、



くらしと協同 2018 冬号（第 27 号）

10

ブラックなこともさせることができます。
だから、景気回復といっても、それは企業
が儲かるぐらいにしておいて、賃金がどん
どん上がるという感じにならないほうが、
先方としては都合がいいと思います。しか
も、将来的に財政が厳しくなって、増税と
なったときに、法人税を上げろという話に
なったら困りますから、それよりは消費税
を上げることが財界側の意向としては当然
あると思います。とはいえ、選挙で勝って
改憲するには財界の言うことばかり聞いて
いるわけにもいかない。それなりに一般大
衆にも景気回復の恩恵を感じさせつつ、財
界の意向にも従わなければいけないという
立場だと思います。

少子化の背景にあるもの
　
−少子化が進んでいます。その要因はいろいろ
あると思いますが、どのようなご意見をお持ち

でしょうか。

【松尾】先進国が成熟してくると子どもが
少なくなるのは当然の流れとしてあります
が、アラフォーの人たちは、いわゆるロス
ジェネ世代（バブル崩壊後の就職氷河期に
就職活動をした世代）であり第２次ベビー
ブームの人たちで、本来なら層が厚いか
ら、その人たちが子どもをつくれば第３次
ベビーブームになって、それなりに増えた
はずですが、多くの人が子どもを産み育て
る時期に長期不況とぶつかって、そもそも
全体として「それどころじゃない」という
状況にあります。
　特にロスジェネ世代の人はひどい目に遭
いました。非正規だったり、職を持ってい
なかったりして、「結婚どころじゃない。
子どもを産むなんて、とんでもない」とい

う状態だったから、子どもをつくることが
できませんでした。
　幸いにしてそういう状況ではなかった人
たちも、「子どもをあんなふうにさせては
いけない」という強迫観念があるから、で
きるだけ少ない子どもに教育投資をたくさ
んするほうが合理的になります。だから、
子どもは１人ぐらいにして、教育にお金を
つぎ込むけれども、そうすると、同じこと
を２～３人の子どもにする余裕はないわけ
です。昔に比べると、教育予算も抑えられ
てしまって、大学の授業料もどんどん高く
なっていますし。だから、長期不況のなか
で人びとが置かれた状況を見て、それが自
分自身に迫ることを恐れるなかで起こった
事態ではないかという気はしますね。

−人口減少・貧困社会に対して、どのような方
策があるのでしょうか。国民、特に若い世代が

望むのは経済の安定であり、いまは将来設計の

不安があると思います。

これからの経済政策は？

【松尾】失業者がたくさん出たり、それに
よって「いつでもクビにできるぞ」という
ことでブラック企業がはびこったり、職が
あったとしても不安定な職ばかりになって
しまうという状態はなくしていかなければ
いけないということです。
　特に若者の間で、就職できない、たとえ
職に就けたとしてもフリーターのような立
場にならざるを得なかったことがロスジェ
ネの問題につながっているわけです。そん
なことがあってはいけないのですから、働
きたい人は誰でもまっとうな労働条件のも
とで働けることがまず何よりも大事なこと
です。
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　だとすると、失業者がたくさん出ている
ような経済状態を、「もう高度成長時代で
はないのだから」と肯定するようなことは
できない。だから、「日本はもう十分に豊
かだから、これからは経済の拡大は求めず
に…」という姿勢では、若者やロスジェネ
世代の支持をまったく受けないと思いま
す。
　ともかく不況は、何らかのかたちでなく
さなければいけない。まず絶対に必要なこ
とは雇用を望む人は誰でも職に就けるよう
な経済状態を維持することです。そのため
には、世の中の財やサービスに対する需要
をつくり出さなければいけない。それはい
ろいろ手があるかもしれないけれども、や
はり政府が果たすべき役割は大きいところ
です。放っておいてはできないから、政府
が何らかのかたちで財やサービスに対する
需要をつくりだし、誰でもまっとうな職が
あるような雇用を維持することが、経済政
策としては最も前に出なければいけないと
思います。
　それがどんな雇用かについては、いまの
経済全体が置かれている構造を踏まえて、
何が世の中にとって最も必要なことかとい
う観点から判断すべきです。そうすると、
高齢化もありますから、介護など高齢者福
祉に人手が要るようになるでしょうし、医
療関係も人手が要るようになるでしょう。
そう考えると、将来的に雇用の問題は解決
されるでしょうし、その暁には女性に働い
てもらわねばなりませんから、子育て支援
にもたくさん人が要ることになります。
　そういう領域に雇用が拡大するようにし
て、喜んで働いてもらえるような労働条件
を整備するためにお金をつぎ込む。それで
世の中全体の雇用が維持される。そういう
ところにお金をつぎ込んだ結果として、そ
の人たちが十分な賃金をもらって、それが

支出され、それによって消費需要が拡大し
て、またそれが支出へと波及して、景気が
よくなっていく。そういう景気の維持の仕
方がまず必要だと思います。
　そうやって人びとが安心して支出する。
高齢者の人たちも、豊かな老後が保障され
ているなかで、お金をため込まなくてもよ
くなって、安心して支出できる。それによっ
て消費需要が増えて、また波及していく。
それが望ましい景気対策ではないかと思い
ます。景気がよくなって、雇用問題が解決
されている状態になったら、どこが膨らむ
べきか。そういう観点から発想すると、介
護への人手不足が心配されているときに、
カジノにお金を回している余裕はない。そ
もそも東京オリンピックはやらないほうが
いい。そういうことを考えなければいけな
い。しかも、防災は必要ですから、建設業
界等に若者が安心してコンスタントに就職
できる状況が要ると思います。これに関し
ては冒頭で炭素税の話をしましたが、その
ための設備投資が起こってきたら、その設
備投資によって総需要が拡大して、景気が
よくなるという効果があります。たとえば
ガソリンスタンドというシステムが電気の
配給システムに変わるとか、太陽光パネル
をビルの壁面に貼り付けるとか、そういう
ことになるとこれまでの設備全体が変わり
ますから、本格的にそれが始まると設備投
資としては大きいものになるだろうという
のは期待されるところだと思います。
　そうした上で、必要なところに全部雇っ
てしまうと、その後の労働人口はそんなに
増えないので経済は成長しない。需要がす
ごく小さくて、不況の状態から成長しない
というのはだめですが、全部雇ってしまっ
た後の天井の状態においては、労働人口が
そんなに増えなくて成長しないというのは
悪い話でもなくて、当然の前提です。

争論　人口減少社会にどう立ち向かうのか
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　その状態になったら、もう貼りつける労
働は増えないので機械や工場を増やすわけ
にいかない。だから、機械や工場をつくる
産業はそれほどたくさん要らない。私たち
の試算によれば、現在そういう分野への労
働配分は２割で、高度成長期と変わらず、
他の成熟先進国と比較しても非常に大きな
割合です。私たちの試算では、そちらはもっ
と減らしていいだろうと思います。
　そう考えると、天井にぶつかった後の話
としては、税金をどうするかという問題が
出てきます。介護等にどんどん支出するば
かりではインフレがひどくなるから、どこ
かで需要を抑えなければいけない。そのと
き、どこを抑えるかとなると、大企業の法
人税はもっと取って、その結果として機械
や工場を拡大するための労働配分は減らし
ていいだろうということです。それから、
カジノ等、不要なところに財政を回すのも
やめる。それによって、福祉や医療や子育
て支援に人が回るようにする。直接の目に
見える現象としては、それが財源になって
支出されるということです。
　それが望むべきことではないか。そうい
う将来像を念頭に置きながら、まだインフ
レを心配するところまで到達していない現
状をどうもっていくか。そういう観点から
経済政策を考えていくべきだ、というのが
私の考えです。

協同組合への期待

−今年４月に JCA（日本協同組合連携機構）
が誕生しました。先生は、協同組合がこれから

果たさなければならない役割についてどのよう

にお考えでしょうか。

【松尾】先ほど来、財政支出は必要で「大

きな政府」にするという話をしてきました
が、80 ～ 90 年代は「小さな政府」のほう
がいいと言われてきました。70 年代まで
のような「大きな政府」の時代から、80
～ 90 年代には「小さな政府」が支持され
るようになって、私がお話しした「財政支
出を拡大して…」という話に対しては「そ
れはだめだ」と言われる時代が続きました。
「小さな政府」論は結局、間違いでしたが、
では何が間違っていたのか。まったくの間
違いが世の中に流行るはずはないので、そ
れまでの体制に対して「それではうまくい
かないね」という声があり、それに対する
批判として「小さな政府」論が出てきたの
は間違いない話です。昔の官僚が「福祉を
供給します」と言ったり、公営企業等に指
図をしたり規制をするといった体制がうま
くいかず、人びとがそこにいろいろな矛盾
を感じ取っていたからだと思います。

現場のニーズ、リスクを把握し
責任のとれる意思決定が必要

　しかし、本当はどこに問題があったので
しょうか。それは、現場と関係とかけ離れ
たところで判断されて、それを後から言わ
れる。これを認められるかどうかは事前に
はわからなくて、やってしまった後で「だ
め」と言われたり、恣意的に指図されたり
する。官僚は、どんなことになったとして
も自腹が痛むわけではないから、いくら非
効率なことにもお金を使う。非効率なこと
にお金をつぎ込みまくって、既得権を持つ
人がそれで儲けて、その結果、どんなに財
政に打撃を与えても本人たちは何の責任も
問われない。そういうことが嫌われていた
し、問題だったのだろうと思います。
　その点からいえば、いま「規制緩和」な
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どと言いながら「特区」とかでやっている
ことは、結局、政治家や官僚が胸先三寸で
判断して、「あんたなら、やってもいい」
とか「だめ」とかを後から判断して、その
結果として権力者のお友だちみたいな人が
近づいてきて…という話ですから、事態は
まったく改善されていないし、むしろ悪く
なっています。そういう問題であって、財
政が大きいとか小さいという問題ではな
かった。たとえば福祉はどんな事業体で
やっていけばいいのか。もともとは国家や
自治体が福祉サービスを供給して、そうい
う上から管理して与えていたサービスは、
個人のニーズに合わせて選択できないの
に、制度で無理やり措置されていた。そう
いうことが「だめでした」という話です。
　では、民間企業が福祉サービスを供給す
ればうまくいくのかといえば、民間企業も、
当事者のニーズから遠く離れたところで経
営者が判断して、従業員に指示して、それ
が現場と齟齬をきたすということであれ
ば、行政がやるのと変わらない。
　本来、リスクを負わない立場の人が物事
を決めて、その結果、変なことになっても
責任を取らないというところに問題があっ
たのですから、リスクと決定と責任が一致
するようにすることが必要だったのです。
　特に福祉サービスといった領域は、リス
クに関わる情報が現場にあります。事故の
リスク・ニーズを把握していない経営者が
下した判断を押しつけると、当事者のニー
ズに反する可能性が高く、しかも結果責任
を経営者が取れない。そういう構造があっ
て、それは官僚が支配するものであれ、民
間企業の経営者が支配するものであれ、同
じなのです。
　むしろ、当事者のニーズを直接把握でき、
リスクに関わる情報が存在する場において
意思決定がなされることが望ましい。した

がって、社会サービスは従業員や利用者の
協同組合という事業体によって供給される
体制が望ましいと思います。
　財政的には「大きな政府」で手厚く支え
るけれども、具体的にどのような社会サー
ビスを提供するのかに関しては、たくさん
協同組合があって、そこが現場のニーズを
その場で把握して、それに基づいて意思決
定を行い、提供する。そういう体制をつくっ
て、それを公的な財政で支えるというのが
望ましい福祉体制ではないかと、私は考え
ています。
　これは形態だけ協同組合にすればいいと
いう話ではなくて、形式は株式会社でも何
でもよく、実態として現場の従業員や利用
者が意思決定をしているかどうかが重要だ
ということです。そういうシステムで担わ
れるべき事業が、今後の社会全体のなかで
増えていくのではないか。特に福祉はそう
だし、教育や医療や子育て支援もそういう
側面があると思います。資本家の負うリス
クの多くは、出資が還元されないリスクで
あり、出資者がそのリスクを最も負ってい
るのだから出資者が権力を握るのが合理的
というわけですが、福祉事業体は、労働集
約的で、そんなに出資が必要ではないので、
協同組合になりやすいと思います。また、
普通の資本主義企業も将来的には情報処理
能力が高まり、消費者のニーズを判定しや
すくなるなかで、出資が還らないリスクは
だんだん少なくなりますから、当事者の間
でいろいろな意思決定をする力は高まって
くるでしょう。そうすると、福祉に限らず、
これまで資本主義企業で中心的に担われて
きた部門でも協同組合が広がっていく可能
性はあると思います。　
　生協に引きつけていえば、リスクとして
は、危険な食物を食べて健康を害するリス
クが大きいと思うので、そのリスクの当事

争論　人口減少社会にどう立ち向かうのか
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業と比べた協同組合の優位性が出てくるの
ですから、この優位性を出そうと思ったら、
景気がよくないといけないと思います。
　だから、先ほどの話に戻りますが、景気
対策をちゃんとやって、失業者のない状態
を維持することは、協同組合が変質せずに
正常に発展していくことのお膳立てとして
非常に重要なことだと思っています。

注
１）国家として、国民に最低限の所得を保障する仕
組みのこと。これについては多様な議論がなさ
れている。

者である消費者自身が決定権を持つところ
に生協のような組織が存在する合理性があ
ると思います。もちろん、消費者がどこま
で主体的に意思決定に参加できるかという
問題はありますが、生協が福祉の協同組合
や物をつくっている協同組合や農協とつな
がり合っていくと、消費者のニーズに基づ
いて生産できるようになり、出資が還らな
いリスクがなくなっていきます。そうする
と、出資者が権力を握るのではなく協同組
合的になっていく余地が高まっていくので
はないかと思います。その際に重要だと思
うのは、労働者協同組合などでの低賃金の
労働です。不況下で資本主義企業との競争
状態に置かれて、生き残らねばならないと
いう状況のなかで、そうしないとつぶれて
しまうということが過去にありました。
　協同組合が変質せず、協同組合らしく発
展していくためには、ベースにちゃんとし
た景気が必要です。もっと欲をいえば、ベー
シック・インカム１）のようなものがあって、
「辞めても大丈夫」というものがなければ
いけない。本当に景気がよくなって、完全
雇用で、どちらかといえば人手不足という
状態になったら、資本主義企業がおかしな
ことをすると従業員が辞めていきます。そ
れは困るから、なんとかしてモチベーショ
ンを持たさないといけないので賃金を上げ
るか何かをするのですが、モチベーション
を持たせるのはなかなか難しい。失業者が
多いときは権力で無理やりやれたけれど
も、それが難しくなる。
　それに対して、たとえば労働者協同組合
であれば、従業員は「何のためにこの仕事
をやっているのか」ということがわかって
いるわけです。その働いた成果はみんなで
分け合うので、「一部の人を裕福にするた
めの仕事」ではない。それがわかって働け
るという段階になって初めて、資本主義企


